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人件費は適切な額になるよう
見直しに努めています。

川崎市の
財政を知ろう

人件費を他の都市と比べて見ましょう
市民一人あたりの人件費の推移（普通会計決算）

職員の数を他の都市と比べてみると…
政令指定都市人口1,000人あたりの職員数
（平成29年度普通会計決算）
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単に職員を減らすということだけ
ではなく仕事の方法を工夫して
「市民サービスの質」を確保しなが
ら、新しい課題にも対応できるよ
うにするよう取り組んでいます。

単に職員を減らすということだけ
ではなく仕事の方法を工夫して
「市民サービスの質」を確保しなが
ら、新しい課題にも対応できるよ
うにするよう取り組んでいます。
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政令指定都市平均
69,000

10.41
平均値10.78

県費負担教職員の市費移管により、
人件費が大きく増加しています。
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